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§１ は じ め に

会計基準のグローバリゼーションを背景として，一方では，会計基準の理論

的基盤をなす概念フレームワークの統合化・見直しの動きが活発となり，ま

た，他方では，概念フレームワークとの整合性を重視する基準設定アプローチ

としての「原則主義」会計が大きく台頭しつつある。会計基準のグローバリゼ

ーションも共通の高品質の概念フレームワークの構築によって可能になり，ま

た，原則主義会計の展開も首尾一貫した明確な概念フレームワークの確立を前

提とするものである。

このような問題背景のもとで，IASBと FASBとの概念フレームワーク統合

化の近年の動向を踏まえて，その特徴と論点を浮き彫りにし，大会社（公開会

社），非公開会社，および中小会社の規模別，属性別に区分した３階層財務報

告のグランドデザインを示し，それらに共通する概念フレームワークのあり方

に一石を投じることを本稿の主たる課題とするものである。

§２ 概念フレームワーク統合化の背景

２００４年１０月，国際会計基準審議会（IASB）とアメリカ財務会計基準審議会

（FASB）の共同会議において，両審議会は共通の単一概念フレームワークの構

築に向けてプロジェクトを開始することに合意した。これに基づき，両審議会

は，プロジェクトを「財務報告の目的」，「質的特性」，「構成要素」，および「認



識・測定」の各フェーズに区分し，フェーズ毎に審議を行い，広く各界の意見

を求めてきた。殊に財務報告の目的と質的特性については一早く，２００６年７

月に予備的見解（preliminary views）を取りまとめ，２００８年５月には公開草案

が公表されるなど，両者の概念フレームワークの統合化が着々と推進されてき

た。

このような近年の概念フレームワーク統合化の背景として，次の２つがある

（IASB２００８；古賀２００９）。

� １つは，健全で包括的かつ内的整合性をもったフレームワークの構築であり，

� もう１つは，会計基準のコンバージェンスの推進である。

１９７０年代（FASB概念フレームワーク）から１９８０年代（IASCフレームワー

ク）に設定された概念フレームワークは，資産の定義や認識要件，「目的適合

性－信頼性」のトレードオフ関係，測定基準の決定等において問題性が指摘さ

れ，見直しを迫られてきた。この動きを後押しし，それを加速化させることに

なったのは，今世紀に入ってからの各国の会計基準と国際財務報告基準（IFRS）

とのコンバージェンスによる会計基準の国際的比較可能性の促進であった。会

計基準の国際的比較可能性を促進するためには，会計基準間の実践的差異を解

消しようとする前に概念的差異をまずもって解消すべきである。とくに国際的

に受け入れられた IASBと FASBとの概念フレームワークの差異を解消しなけ

ればならず，そのための２つの概念フレームワークの統合化に向けたプロジェ

クトが推進されることになった（Whittington２００８, p.１４２）。

従来，IASBと FASBとの２つの概念フレームワークは，少なくとも次の４

点において差異が指摘される（古賀２００９）。

第１に，財務諸表の目的に関して，IASBも FASBもともに広く利用者の経

済的意思決定のための有用な情報提供に焦点を置く点では共通である。しか

し，経営者の受託責任ないし会計責任目的については，IASBはこれを広く企

業への投資の継続や経営者の再任・交代など経済的意思決定に包摂して位置づ

けているのに対して，FASBはこれを財務報告の基本的目的として掲記するも
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のの，その関係は明確ではない。

第２に，財務諸表の基礎前提に関して，IASBでは「発生主義」と「継続企

業」の２つが明確に位置づけられているのに対して，FASBではそのような明

確な取扱いは示されていない。

第３に，財務情報の有用性を構成する情報の質的特性に関して，IASBでは

理解可能性，目的適合性，信頼性および比較可能性の４つが並列的に位置づけ

られているのに対して，FASBでは「意思決定に固有の主要な質」，「副次的か

つ相互作用的な質」，および「制約条件」が詳細かつ階層的に体系づけられて

いる。また，IASBでは信頼性に関連した情報の質として「実質優先主義」や

「慎重性」，「完全性」が明示されているのに対して，FASBではこれらは明確

ではない。

最後に，第４に，資産の定義に関して，IASBでは資産とは将来の経済的便

益をもたらす「資源（resource）」というインプットであるのに対して，FASB

では資産とは「発生の可能性の高い将来の経済的便益（probable future economic

benefits）」というアウトプットをいう（IASB２００６）。

このように，IASBと FASBとは概念フレームワークの具体的内容やコンセ

プトの取扱いにおいて微妙にスタンスの相違がみられる。これらの差異を解消

し，両概念フレームワークの統合化を促進することが，グローバルな統一的財

務報告の構築に強く求められるところとなった。

§３ 概念フレームワーク構築の２つの視点

概念フレームワーク構築の視点として，大きく次の２つがある（Whittington

２００８；古賀２００９）。

� 「投資者保護－意思決定有用性」パースペクティブ

� 「現在株主保護－ステュワードシップ」パースペクティブ

両者は焦点を置く主たる情報利用者や利用目的・視点，基礎をなす法的基盤

や評価規準等の各側面において，次のように比較対比される。
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� 主たる情報利用者について，意思決定有用性会計では現在・将来の投資者

や債権者，とくに投資者保護の視点から，資本市場の公正性と透明性を目指

すのに対して，ステュワードシップ会計では経営者と株主との委託・受託関

係に立ち，経営者の過年度の実績評価・モニタリングと株主総会での報告責

任（アカウンタビリティ）など広くステークホルダーの利害調整，とくに現

在株主の視点と情報ニーズが重視される。

� 情報提供の具体的課題として，意思決定有用性会計では投資意思決定によ

る合理的資源配分決定のための事業体の将来キャッシュ・フローの金額，タ

イミング，および不確実性の評価に資することを主たる課題とするのに対し

て，ステュワードシップ会計では経営者の報酬や関連当事者間の取引の監視

を含む企業の「ガバナンスの規律」の一部をなし，経済的業績と経営者の評

価・モニタリングのための情報提供を課題とする。

� このような投資者による意思決定有用性会計はアメリカ証券取引法会計に

代表されるように，その法的基礎は証券取引法（金融商品取引法）であるの

に対して，イギリス会社法に例示されるステュワードシップ会計の法的基礎

は，会社法ないし商法である。

� 求められる情報の質的特性として，意思決定有用性会計では情報ニーズに

対する「目的適合性（レリバンス）」が最優先されるべき特性をなし，それ

を受けて一定レベルの「表示の忠実性」（経済的実質主義と現実の取引実態

の経済的現象の把握）が主要な特性をなすのに対して，ステュワードシップ

会計では情報の信頼性ないし写像の検証可能性や計算の正確性が重視され

る。

� そのためには，認識・測定基準として，意思決定有用性会計では取引その

ものに拘束されない評価アプローチ（金融商品の未履行契約の認識など）に

立ち，公正価値ないし時価測定に焦点が置かれるのに対して，ステュワード

シップでは取引アプローチに依拠した歴史的原価（取得原価）測定が重視さ

れる。
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� したがって，利益計算方法についても，意思決定有用性アプローチでは将

来キャッシュ・フローの前取りによる「公正価値－ストック計算」を重視し

た包括利益概念が強調されるのに対して，ステュワードシップ会計では「原

価配分－フロー計算」を基軸とした純利益概念が重視される。

以上の２つの見方を比較対比して示したのが，「図表２－１」である。

IASBフレームワークも FASBフレームワークもともに前者の意思決定有用

性パースペクティブを基軸とするのに対して，イギリス会社法会計等は代替的

フレームワークとして後者のステュワードシップ・パースペクティブに依拠す

る（Bush２００５, pp.２０－２３; Whittington２００８, pp.１５８－１６０）。Whittington（２００８）

が指摘するように，近年の IASB・FASB概念フレームワークの改訂プロジェ

クトは，大きく「ステュワードシップ－過去的取引－検証可能性－歴史的原価」

会計から，「意思決定有用性－現在的評価－表示の忠実性－公正価値」会計へ

の展開が一層加速化されることを示唆するものといえる（Whittington２００８, pp.

１４６－１４８）。

意思決定有用性パースペクティブ ステュワードシップ・パースペク
ティブ

利用者・視点 ・現在・将来の投資者及び債権者等
（主として投資者の視点）

・ステークホルダー（主として現在
株主の視点）

課題

・資源配分決定のための事業体の将
来キャッシュ・インフロー／アウ
トフローの金額，タイミング，及
び不確実性の評価；市場と株価形
成；開示主義

・経済的業績並びに経営者の評価・
モニタリング（経営者の報酬，関
連当事者取引等）：コーポレー
ト・ガバナンスの一環

法的基盤 ・証券取引法・金融商品取引法 ・商法・会社法

情報の質的特性

・目的適合性（レリバンス）の最優
先；表示の忠実性（経済的実質主
義と現実の取引実態の経済的現象
の把握）

・信頼性・写像の検証可能性・正確
性の重視

認識・測定基準 ・評価アプローチ－公正価値測定 ・取引アプローチ－歴史的原価測定

利益計算方法 ・資産負債アプローチ（B／S指向）
・包括利益計算指向

・収益費用アプローチ（P／L指向）
・純利益計算指向

図表２－１ 概念フレームワーク：２つのパースペクティブ
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§４ 概念フレームワークの基底をなす一般的仮説

つぎに，このような概念フレームワークが必要であるか，また，その妥当性

をいかにして評価すべきかが本質的な問題として提起される。概念フレームワ

ークの必要性・妥当性の議論に応えるためには，その基底をなす考え方なり一

般的仮説の意義と妥当性を検討することが必要である。ここで同様の発想のも

とで企業会計原則の存立の必要性を分析しようとした，武田（１９８２）の分析が

参考になる（同，４７－４９頁）。

そこで提示された企業会計原則を基礎づける７つの一般的仮説の中で，「継

続性の原則」に係る仮説を除く６つは，概念フレームワークのコンテクストに

おいても等しく適用し得るものである。しかも，これらの６つの一般的仮説

は，財務会計のフレーム・オブ・レファレンスとしての概念フレームを構成す

るすべての扇面に関係づけられているという点で必要最小限の内容をカバーす

るといえよう。

このような一般的仮説として，次の６つが挙げられる（企業会計原則に係る

７つの一般的仮説については，武田１９８２，４８頁）。

� 「会計行為の目的依存性：会計行為は，目的行為として，一定の目標に方

向づけられている。」

財務報告の目的が投資意思決定の促進であれステュワードシップの履行で

あれ，会計の目的は投資のポジションとその成果をなす利益情報の測定・開

示にあり，会計行為はこの目標に照らして評価され，方向づけられている。

� 「会計行為の状況関連性：会計行為は，企業の欲求と企業のおかれている

特定の状況との関係として相関的に営まれるものである。」

会計事象（有形固定資産の減価償却等）の処理にあたっては，企業の欲求

（利益増加等）と企業のおかれている特定の状況（経済状況，企業の収益性，

増資予定等）との相関関係によって，会計方針（定額法・定率法等）が決定

される。
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【フレーム・オブ・レファレンス】

目的

【財務報告の目的】
⑴会計行為の目的依存性

結果
【会計対象の定義】

⑵会計行為の状況関連性
⑶会計行為の二者択一的選択性
⑹会計システムの合理的組織化

評価基準

【情報の質的特性】
⑷準拠枠の画定性
⑸準拠枠の承認過程

手段 有用性対象
【認識・測定ルール】

� 「会計行為の二者択一的選択性：会計行為は，二者択一的な方向づけにお

ける選択を内容とする。」

ある事象の会計処理（棚卸資産の原価配分等）において，複数の会計処理

のルールないし手続（先入先出法，平均法等）の設定が認められている。

� 「準拠枠の画定性：選択行為は評価過程であり，それは一般に認められた

許容枠が予定される。」

複数の会計処理のルール・手続が存在する場合，企業はそれぞれの欲求

（ニーズ）に即して，任意に選択可能な処理の中から特定の処理方法等を選

択することができる。この場合，会計目的に資するように，提供される情報

は一定の質的特性（目的適合性・表示の忠実性等）を満足することが求めら

れている。

� 「準拠枠の承認過程：選択可能な一般に認められた会計処理の原則および

図表２－２ 概念フレームワークの基底をなす一般的仮説

会計基準のグローバリゼーションと概念フレームワークの統合化 ２９



手続は，行為者（情報の送り手と受け手）間の相互作用（役割期待の相補性）

に基づいて形成される。」

財務報告において測定・開示されるべき情報の質については，情報の作成

者と利用者との相互コミュニケーションを通じて合意ある「一般に認められ

た」ことが想定されている。

� 「会計システムの合理的組織化：方向づけの仕方や会計行為は，システム

として組織化される。」

会計行為は，会計目的の実現を図るために，会計システム（測定システム）

として全一体的に組織化され，企業の情報システムの重要な部分を形成する。

以上の６つの一般的仮説を財務報告のフレーム・オブ・レファレンスの「目

的－対象－手段－結果」の各々の側面に当てはめ，体系づけたのが，「図表２

－２」である。概念フレームワークの必要性・妥当性の評価は，その基底をな

す一般的仮説の評価に照らして行う必要がある点を確認されたい。

§５ IASB改訂概念フレームワークの特徴と論点

IASBと FASBとの概念フレームワーク統合化の第１ステップとして，IASB

改訂概念フレームワーク草案（２００８）が公表された。本草案では，概念フレー

ムワークの中で「財務報告の目的・利用者」と「情報の質的特性」がまず整備

された。従来の IASBフレームワークに対して，本草案では次のような特徴が

明らかとなった（古賀２００９）。

第１に，財務報告の利用者・視点に関して，改訂フレームワークにおいても

広く現在および将来の投資者，債権者を含む資本提供者に焦点を置く点では，

従来のフレームワークと同様である。企業間ないし財務報告においても事業体

（エンティティ）パースペクティブに立ち，事業体の経済的資源（資産）と資

源に対する請求権（負債・持分）に関する情報ニーズに対応しようとしている

（同草案，２００８, para. OB５・６）。

第２に，財務報告の目的についても，同様に投資意思決定有用性ないし機能
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的アプローチに立つ。この場合，資本提供者による投資決定において，事業体

の正味キャッシュ・フローの稼得能力や経営者の投下資本の維持・促進能力の

評価に対する役立ちが重要となる。また，経営者の再任・交替や経営者報酬の

決定，経営者のポリシー決定等の受託責任（ステュワードシップ）の履行目的

は，従来のフレームワークと同様に，広く投資意思決定有用性の中に包摂さ

れ，位置づけられている（para. OB１２）

第３に，情報の質的特性に関して，従来のフレームワークでは有用な財務報

告のための質的特性として，「理解可能性」，「目的適合性」，「信頼性」および

「比較可能性」を並列的に位置づけるのに対して，改訂フレームワークでは大

きく「ファンダメンタル質的特性（fundamental qualitative characteristics）」と「促

進的質的特性（enhancing qualitative characteristics）」に区分し，それぞれに具

体的特性を配置する階層的，立体的な構造をとっている。具体的には，前者の

ファンダメンタル質的特性は，「目的適合性」と「表示の忠実性」から構成さ

れ，また，後者の促進的質的特性については「比較可能性」，「検証可能性」，

「適時性」および「理解可能性」が位置づけられ，それに加えて，財務報告に

対する制約条件として「重要性」と「コスト」が位置づけられる構造である（改

訂草案，第２章参照）。情報の基本的特性としての目的適合性は，「予測価値

（predictive value）」と「確認価値（confirmatory value）」のいずれか１つまたは

双方をもつ情報の質であり，表示の忠実性は財務情報に反映される経済的現象

が完全で中立，かつ重大な誤�を含まない情報の質である。

以上，IASB改訂概念フレームワークでは，とくに情報の質的特性において，

従来の水平的並列型から立体的階層型の FASB型へと大きく移行した点に構成

上の特徴がみられる。しかも，内容的にも情報の有用性を支える基本的特性と

して「目的適合性－信頼性」のトレードオフ関係が崩れ，新たに「目的適合性」

を最優先の特性とし，それに「信頼性」に代わって「表示の忠実性」のフィル

ターが位置づけられる「適用手続アプローチ（sequential-process approach）」が

採用され，その結果，信頼性は統計的正確性よりも経済的実質との整合性に焦
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点を置く「表示の忠実性」に取り替えられた（Gore & Zimmerman２００７）。

従来の「ステュワードシップ－アカウンタビリティ」会計では，過去の取引・

事象に焦点を置き，情報の信頼性（検証可能性）は不可欠な特性をなすもので

あった。しかし，信頼性の解釈は検証可能性，表示の忠実性・正確性など多種

多様であり，IASB改訂案では信頼性に代わって表示の忠実性が提唱されるこ

とになった（同草案２００８, paras. BC２・１３－２・１６）。これは測定値の検証可能

性・正確性の点で制約をもつ公正価値会計の拡大に向けて大きく門戸を開くも

のであり，情報の「目的適合性・表示の忠実性－公正価値会計」に向けた概念

的基盤の整備を示唆するものといえる（Whittington２００８, p.１４７）。しかし，こ

の場合，表示の忠実性によって反映しようとする「現実の世界の経済現象（“real

-world economic phenomena”）」とは何か，たとえば，減価償却資産について取

得原価なのか，償却後原価なのか，あるいは現在取替原価なのかは必ずしも明

らかではない（Ibid., p.１４７）。

もう１つの論点として「中立性」対「保守主義」の議論がある。従来，不確

実性に対処する会計上の取扱いとして慎重性または保守主義の要請があった。

ところが改訂フレームワークでは，保守主義的バイアスも情報のバイアスから

の解放（不偏性）を要件とする「中立性」と相矛盾するので，慎重性または保

守主義の特性を有用性に不可欠な特性から除外している。しかしながら，保守

主義会計は，長年にわたって培われた不確実性に対する会計人の知恵であり，

公正価値会計の拡充化の中で楽観的な公正価値評価の歯止めとして保守主義会

計の意義は決して否定できないであろう（Gore & Zimmerman２００７）。

§６ 概念フレームワークと原則主義会計

会計基準の設定アプローチを巡って，「原則主義」対「細則主義」の議論が

ある。前者は抽象的包括規定に焦点を置くのに対して，後者は具体的詳細規定

に焦点を置く（詳細は，古賀２００７，６－９頁参照）。ごく大まかに，「真実かつ

公正な概観（true and fair view）」の大原則に立つイギリス会計基準とその影響
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の強い国際会計基準は原則主義指向的であるのに対して，訴訟リスクの高いア

メリカ会計基準は膨大かつ詳細な細則規定を設け細則主義指向的であると特徴

づけられてきた。しかし，エンロン事件等を契機として，アメリカ会計基準の

スタンスは，原則主義と細則主義とを両端とする最適な中間帯としての原則指

向的ないし目的指向アプローチ（objectives-oriented basis）の導入に向けて大き

く転換した。

この最初の提唱を行ったのは，SEC（２００３）であった。SECは２００２年サーベ

インズ－オックスレイ法（Sarbanes-Oxley Act）の制定を受けて，原則主義を基

軸としつつも実務指針などの細則ルールを加味した目的指向基準設定アプロー

チを考案した。これは次のような特徴をもつ（SEC２００３, Executive Summary）：

改善され，首尾一貫して適用される概念フレームワークに依拠；会計基準の会

計目的の明記；基準が実践的に，かつ首尾一貫して適用できるように十分な

具体性と仕組みの提供；基準からの例外の最小化；会計処理の抜け穴捜し

（financial engineers）によって，基準の意図を損ねての技術的準拠を行わせる

比率テスト（判別基準）の利用回避。

このような SECの原則主義指向ないし目的指向アプローチは，意思決定有

用性を起点とする「目的－原則－細則ルール」の明確な体系性ある概念フレー

ムワークとの整合性に焦点を置く点に大きな特徴がある（SEC２００３, I・C）。

明確かつ首尾一貫した概念フレームワークとの整合性こそが目的指向基準設定

への移行を促進する第一歩であるとの認識に立ち，SECは FASBが対処すべ

き概念フレームワークの課題として，第１に，目的適合性と信頼性，および比

較可能性との間のトレードオフ関係の明確化，第２に，利益決定プロセスの議

論（SFAC No.５）と財務諸表の構成要素の定義（SFAC No.６）との間の矛盾

の除去（たとえば，資産負債会計観と収益費用対応による利益計算との矛盾），

第３に，代替的測定属性の選択パラダイムの確立を提示した（�・A）。これ

を受けて立ち上げられたのが，２００４年４月からの IASBと FASBとの統一的概

念フレームワークの構築プロジェクトであった（FASB２００４）。
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アメリカ会計学会（AAA）財務会計基準委員会（２００３）も基準設定アプロ

ーチとして「概念ベースの基準設定アプローチ（concept-based standard）」を支

持し，その特徴を次のような経済的実質主義の立場から体系づけている：取引

形態よりも経済的実質の重視；基準が適用される特定の取引の記述；取引の経

済的実態と財務諸表間の写像の説明；取引の経済的実態の開示要求；および実

務指針の提供（AAA２００３, pp.７９－８０）。この概念ベースの基準設定は，FASB

の概念フレームワークをより貫徹して適用することを反映する意味では，SEC

が概念アプローチの構成要素として資産負債会計観を強調することは当然であ

ろう（SEC２００３, �）。このような FASB概念フレームワークの「目的－資産

負債会計観」による経済的取引の実態について，最も根幹的な原則とそれを実

践可能にする実務指針を具備しようとするのが，SECや FASB，AAAの求め

る概念ベースの原則主義会計であった。

なお，「図表２－３」は，金融商品の会計基準を例に，概念ベースによる原

則主義会計の一例を示したものである。そこでは，５つの基本原則によって金

融商品の会計基準が基礎づけられ，それぞれの原則が概念フレームワークと整

合している点に注目されたい。

§７ 概念フレームワークの比較可能性と独自性－結びに代えて

IASBと FASBとの概念フレームワークの統合化によって，世界の２つの主

要な会計基準間のコンバージェンスが促進され，財務報告の国際的比較可能性

は大きく改善されるであろう。しかし，その反面，概念フレームワークの統一

化によって，各国の基準設定の独自性や個性が阻害されることも確かである。

ここに概念フレームワークの「比較可能性－対－独自性」をめぐる問題が提起

される。

確かに概念フレームワークに基づく会計の「目的－手段」の統一によって，

そのアウトプットしての会計情報の比較可能性が高まり，関係者間のコミュニ

ケーションは促進される。しかし，それとともに，各国の概念フレームワーク
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の特徴も阻害される。Dean & Clarke（２００３）は，通常の日々の商活動の基礎

にある法的，社会的，経済的諸概念のフレームワークこそが会計の概念フレー

ムワークであるとみる（p.２９３）。つまり，概念フレームワークは会計が機能し

ている現実の世界実態を反映するものであり，具体的には，企業の富と発展に

関する財務情報の提供という会計の機能が概念フレームワークのキーをなす。

このように会計の機能は各国の制度的背景に基礎づけられることによって，独

自性ある概念フレームワークの構築が可能になる。

また，Jones & Wolnizer（２００３）も，IASBフレームワークの導入によって各

国（ローカル）基準設定における創意工夫（innovation）とイニシアティブが

阻害され，各国それぞれの基準設定のニーズと関心に対処した基準作りを妨げ

られ，結局は，基準設定プロセスの自律性（autonomy）の喪失による「権威と

正当性」の失墜を招くという（p.３８２）。これは，要するにグローバルな IASB

フレームワークによる「比較可能性」とローカルな各国フレームワークの「独

自性」とのコンフリクトをいかに解決するかの問題である。

この問題は，グローバルな国際会計基準の適用会社とローカルな国内基準適

用会社とを区分し，階層的財務報告のグランドデザインをいかに描くかの問題

でもある（古賀２００９）。グローバル・ファイナンス言語としての上場企業の連

結財務情報では比較可能性が重要であり，IASB概念フレームワークに基礎づ

けられた国際会計基準の適用が求められる。しかし，グローバル資本市場での

資金調達を意図したい非上場会社，各国の会社法や税法基準の影響の強い単体

情報には，必ずしも IASB基準は要求されない。これらの法規制は各国の独自

性を強く反映することから，国内基準と各国の概念フレームワークが尊重され

るべきであろう。とくに中小企業に対しては，その企業属性と各国の法規制に

基づく会計基準と概念フレームワークの構築が望まれる。

以上，財務情報の比較可能性と独自性の側面から，新たな財務報告として，

端的に「上場会社（連結）－意思決定有用性会計－IASB基準」，「上場会社（単

体）・非上場会社－ステュワードシップ会計－国内基準」，および「中小会社－
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ステュワードシップ会計－国内基準（中小会社会計基準）」の３層から成る会

計制度のグランドデザインを提示しておきたい。これらのそれぞれに対応した

概念フレームワークと併せて，そこに共通して存在する概念フレームワークの

あり方が，今後さらに究明されなければならない。先に論じた概念フレームワ

ークの基底をなす６つの一般的仮説は，そのための第１ステップを提示するも

のである。
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